
事業番号 - - -

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

68% 88% 65%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
消費者安全法第15条等

主要政策・施策

94

-

実施方法

平成30年度

％

生命身体事故等の原因調査・再発防止のための提言 担当部局庁 消費者庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 消費者安全課事故調査室 室長　松本　浩司

事業名

会計区分

令和3年度

▲ 1

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

　消費者安全調査委員会が生命身体事故等の原因を究明し、被害の発生・拡大の防止のために講ずべき措置等を関係行政機関の長に提言できるよう、本
事業では、消費者安全調査委員会において調査対象となった生命身体事故事等の調査などを実施する。

▲0.6 -

98

- -

- -

-

▲ 2補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

90

--

65

-

平成24年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　消費者安全調査委員会において、生命・身体に係る消費者事故等の原因を究明し、当該事故の発生を防止し、また、その拡大を防ぐことである。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） -

令和3年度行政事業レビューシート 消費者庁

執行額

96 93 89 89 155

82 58

執行率（％） 68% 88% 65%

-

-

-

消費者基本計画（令和３年６月15日改定）
　施策番号第５章１（１）③
消費者基本計画工程表（令和３年６月15日改定）
　施策番号Ⅰ（１）③ア

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

▲0.4 -

89 155

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

令和3年度当初予算

39

31

8

3委員等旅費

庁費

その他

計

8

5

2021 消費

-

3

20 0019

3

5

89 155

73

57

9

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

消費者政策調査費

非常勤職員手当

委員手当令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

消費者安全委員会では、令和２年12月に「消費者安全調査委員会の
発信力の強化に向けた考え方」を決定した。これに基づき、意見の提
言機能の活用等、発信力を強化し、生命身体事故の再発防止をさら
に推進するため、「消費者政策調査費」、「非常勤職員手当」の増額要
求を行った。

令和4年度要求



-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

-

-

-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

- -

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

-

年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

定性的な成果目標と平成30～令和2年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

件

活動指標

計算式 　　/

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

4 2 10

- - -

平成30年度

-

平成30年度 令和元年度 令和2年度

- - -

活動実績

令和2年度

- -

-

活動実績 件

当初見込み -

1 3 5

令和元年度

令和元年度 令和2年度

2 1 2

消費者安全調査委員会が関係行政機関の長へ提言を
行った勧告・意見件数

単位

勧告・意見先の行政機関で
取組がなされた件数

-目標値

0 32

- -

実績

活動指標

-

定量的な目標が設定できない理由

-

代替目標

-

件

％

消費者安全調査委員会が作成・公表した事故等原因調
査報告書の件数

-

-

3年度活動見込

- -

代替指標
中間目標

-

本事業の目的は、生命・身体に係る消費者事故等の発生・拡大
を防ぐことであるが、当該事故の件数については、様々な要素に
よって決まり、本事業の施策をもって増減の分析・評価することは
できないため、定量的な目標を設定することは困難である。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

単位

消費者安全調査委員会による事故等原因調査等は、
事前の情報収集、現地調査、関係者からのヒアリング、
情報解析、実験・分析、消費者安全調査委員会の委

員、臨時委員又は専門委員と議論等を行い、その総合
的な結論として報告書等を取りまとめ、公表するもので
あり、特定の予算執行との対応関係を設定することは

困難。

単位当たり
コスト

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

消費者安全調査委員会が
事故等原因調査報告書に
基づく提言を行うことによっ
て、同種の被害の発生を防
止し、その拡大を防ぐこと。
なお、目標値については、
生命・身体に係る消費者事
故等の発生状況等に左右
されるものであることから
設定することは困難。

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

11

単位

- - -

-
平成30年度 令和元年度 令和2年度

消費者安全調査委員会において生命身体事故の原因を究明し、生命身体
事故の被害の発生、拡大の防止に向けた施策を推進する。

- -

-

-

報告書等の内容を周知するために作成・公表した資料
の件数

活動実績 件

当初見込み -

-

令和元年度

-

目標最終年度

年度

平成30年度

-

平成30年度

令和2年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

-

目標最終年度

目標年度

- 年度 -

-

-

目標値

中間目標計画開始時
2年度 3年度

件 15

単位 平成30年度 令和元年度

-

-

年度

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

令和2年度
中間目標

-

-

58 -

- 年度

-

年度

-

-

-

件実績値

- 年度

定量的指標
年度

-

- - -

- -

定量的指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度

47

定量的指標 単位 平成30年度

公表された勧告・意見項目の累計件数

取組
事項

分野： -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

生命・身体に係る消費者事故の発生を防止し、また、その拡大を防ぐことで、消費者の安全確保のための施策の推進に寄与する。

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

-

- -

135

- - -目標値 -

年度

令和2年度
中間目標 目標年度

142 175

中間目標 目標年度

-

目標値 - -

施策 消費者の安全確保のための施策の推進

政策 消費者施策の推進

測
定
指
標

％ 11 33 33 -

-

勧告・意見先の関係行政機関で取組が終了した累計件
数

実績値

- 年度

-

目標値 - - - -

- 年度

勧告・意見項目の累計件数に対する勧告・意見先の関
係行政機関で取組が終了した累計件数の割合

実績値

令和元年度

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

2年度 3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
2
0



-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

消費者の生命・身体の安全に関わるものであり、国が消費
者の安全確保に向け、全国統一的に実施すべき事業であ
る。

○

評　価項　　目

消費者が安全・安心に暮らすために、消費者事故を防ぐ各
種の取組は重要であり、広く国民や社会のニーズがあり、的
確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

・生命身体事故等の原因を究明し、被害の発生、拡大の防止のための提言を行うことで、生命身体事故等の発生・拡大の防止を図りつつ、効
率的な予算執行に努める。
・事業の効率性については、一般競争入札を基本とした業者選定を行い、真に必要な事業に限定する。

・事業の妥当性を検証するための代替指標として、昨年度はアウトプット的指標である「提言の件数」を設定していたが、よりアウトカム的な要
素を含む指標に変更した。
・他の指標（政策評価及び消費者基本計画工程表）とともに、指標を見直した。

○

‐

成果物を活用し生命身体事故の原因を究明し、被害の発
生、拡大の防止のための提言を行っている。
また、各関係行政機関は意見を踏まえ、規格の改定や消費
者への注意喚起等を行っており、事故の再発防止につな
がっている

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

調査を実施する際は、事案に応じた専門家に御意見を仰ぐ
などして、コストパフォーマンスに配慮して手段・方法を選択
している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

・事故の重大さに応じた対応が採られていることは理解するが、単に取組が行われた件数だけはなく、勧告・意見から取組までの「時間軸」の観点が入っているべ
き。
・代替指標「勧告・意見先の行政機関で取組がなされた件数」について、各行政機関に対する個別の勧告・意見の対応割合を測定指標として検討してはどうか。
・報告書公表、行政機関への意見具申等のアクティビティが（事故防止に向けた）各関係主体の行動にどのような変化を与えるかについての、更なる具体的な考
察、描写が必要である。

・より適切な測定指標の設定を検討していきたい。
・御指摘を踏まえ、勧告・意見項目の累計件数に対する関係行政機関による取組の累計件数の割合を指標として設定した。
・御指摘を踏まえ、意見具申等が行政機関へ与える行動の変化について追記した。（事業の有効性の項目に追記）

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

各種契約については、一般競争入札を基本とするところによ
り、競争性を確保している。また、随意契約となる場合であっ
ても、三者の相見積りをとるなどの手続を行い、競争性の確
保に努めた。なお、一者応札となった契約については、入札
公告の方法や日数の決定は庁内の手続にのっとり適正に
行っており、競争性の確保の点において妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

有

現
状
通
り

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

消費者の生命・身体の安全に関わるものであり、消費者が
安全・安心に暮らすために優先度が高い事業である。

複数者の見積りをとり、費用等の妥当性を判断している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

来年度予算要求が増額となることから引き続き、必要性・効率性・有効性を検討し、適切な予算執行を図ること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

消費者政策調査費について、可能な限り職員で対応するこ
とでコスト削減や効率化を図っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

○

調査計画を策定し、消費者安全調査委員会の承認を得るこ
とにより、真に必要なものに限定して実施している。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

‐

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

平成23年度 - - - -

平成24年度 - - - -

平成27年度

平成26年度

令和2年度 消費者庁 0020

平成25年度 - - - -

- - - -

平成22年度 - - -

- - - -

- - - -平成28年度

平成29年度 - - - -

平成30年度 - - - -

令和元年度



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

消費者庁

57.8百万円
・消費者安全調査委員会は、生命身体事故の原因を究明し、被害の発生、

拡大を防止するための提言を行う。

「食品による窒息・誤嚥事故に関

する調査（基礎的調査）」原因調

査等に関する経費

Ａ．（株）分析屋

3.9百万円

【一般競争入札（最低価格）】

「学校の施設又は物品により発

生した事故等」原因調査等に関

する経費

Ｂ．（株）アスマーク

2.4百万円

【一般競争入札（最低価格）】

「教育・保育施設等におけるプー

ル活動・水遊びに関する実態調

査」に関する経費

Ｃ．ダンサイエンス（株）

1.0百万円

【随意契約（少額）】

「幼児同乗中の電動アシスト自

転車の事故」原因調査等に関す

る経費

Ｄ．福田道路（株）

0.2百万円

【随意契約（少額）】

「自動ドアによる事故」原因調査

等に関する経費

Ｅ．寺岡オートドア（株）

0.2百万円

【随意契約（少額）】

消費者安全調査委員会への出

席手当

Ｊ．委員手当

4.8百万円

【義務的経費】

イラスト作成、事故等原因調査

等に係る物品等の購入、通信費

等

Ｇ．その他経費

0.4百万円

【随意契約（少額）】

消費者安全調査委員会への出

席等に係る出張旅費、職員の出

張旅費

Ｌ．旅費

0.6百万円

【義務的経費】

非常勤職員手当、通勤手当、保

険料等

Ｉ．人件費等

39.9百万円

【義務的経費】

調査実施に関する委員等への

謝金及び執筆謝金等

Ｋ．諸謝金

2.0 万円

【義務的経費】

消費者安全調査委員会の速記

料

Ｈ．扶桑速記印刷（株）

1.8百万円

【年間随意契約】

「自動ドアによる事故」原因調査

等に関する経費

Ｆ．（有）嘉山金型製作所

0.2百万円

【随意契約（少額）】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

チェック

福田道路（株） 5110001004884
自転車用実験走行路撤去
業務

0.2
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）分析屋

2.4

A.（株）分析屋

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

-

金　額
(百万円）

学校環境に係る安全管理活動の実態調査
支援作業

使　途

雑役務費その
他

B.（株）アスマーク
金　額

(百万円）

3.9

費　目 使　途

計 3.9 計 2.4

雑役務費その
他

教育保育施設等におけるプール活動・水遊
びに関する実態調査に係る映像制作

1 - -

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費その
他

食品による窒息・誤嚥事故に関する原因調
査

費　目

C.ダンサイエンス（株） D.福田道路（株）

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

- - - - - -

計 1 計 0

使　途

計

費　目 使　途

- - -

計 0

1

1.8

E.寺岡オートドア（株） Ｆ.（有）嘉山金型製作所

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率

雑役務費その
他

会議速記料

契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

0

金　額
(百万円）

Ｇ.その他経費 Ｈ. 扶桑速記印刷（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

1 -

法　人　番　号

3021001046135 3.9

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

食品による窒息・誤嚥事故
に関する原因調査

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）アスマーク 2010901015886
学校環境に係る安全管理
活動の実態調査支援作業

2.4
一般競争契約
（最低価格）

1 -

1 ダンサイエンス（株） 9010001004718

教育保育施設等における
プール活動・水遊びに関す
る実態調査に係る映像制
作

1
随意契約
（少額）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

計 0 計 1.8

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



E

F

G

H

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

扶桑速記印刷（株） 9010001027784
消費者安全調査委員会の
速記料

1.8 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）順悠社 3020001102419
学校・教育委員会住所録
データの購入

0.1
随意契約
（少額）

- - -

ソフトバンク（株） 9010401052465 携帯電話使用料 0
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

寺岡オートドア（株） 1010801007646
自動ドアによる事故等原因
調査実験に係る実験設備
の貸出及び実験支援作業

0.2
随意契約
（少額）

- - -

- - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（有）嘉山金型製作
所

7013402003389
自動ドアによる事故等原因
調査に係る実験用基準体
の製作

0.2
随意契約
（少額）

- - -

3

4

1

2

個人A - イラストの制作 0.1
随意契約
（少額）

- - -

5 職員Ａ -
委員の遠隔参加のための
Web会議システム立替払

0 その他 - - -

ウエストロー・ジャパ
ン（株）

5010001098516 判例検索システムの利用 0.1
随意契約
（少額）

- - -

1



J

K

L

9

8

7

職員C - 調査旅費 0 - - -

10 委員F - 会議出席旅費 0 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

2

1 委員Ａ - 会議出席旅費 0.2 - - -

職員A - 調査旅費 0.1 -

6

5

4

委員C - 会議出席旅費 0 - - -

法人A - 会議出席旅費 0 -

4

3

2

委員Ｄ - 打合せ等出席謝金 0.3 - - -

7

6

5 委員Ｅ - 打合せ等出席謝金 0.2 - - -

委員Ｆ - 打合せ等出席謝金 0.1 -

10

9

8

委員Ｉ - 打合せ等出席謝金 0.1 - - -

委員Ｊ - 打合せ等出席謝金 0.1 - - -

- -

委員Ｇ - 打合せ等出席謝金 0.1 - - -

委員Ｈ - 打合せ等出席謝金 0.1 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

委員Ａ - 打合せ等出席謝金 0.3 -

8

7

6

委員Ｈ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 - - -

10

9 委員Ｉ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 - - -

委員Ｊ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 -

委員Ｆ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 - - -

委員Ｇ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 - - -

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

委員Ａ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.4 -

5

4

3

委員Ｄ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 - - -

委員Ｅ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 - - -

- -

委員Ｂ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.4 - - -

委員Ｃ -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.3 - - -

- -

- -

委員Ｂ - 打合せ等出席謝金 0.3 - - -

委員Ｃ - 打合せ等出席謝金 0.3 - - -

-

- -

委員D - 会議出席旅費 0 - - -

委員E - 会議出席旅費 0 - - -

- -

委員B - 会議出席旅費 0.1 - - -

職員B - 調査旅費 0.1 - - -
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